大阪府域内陸直下型地震に対する

建築設計用地震動および設計法に関する研究会　趣意書

2009.10.26

１．目的

　平成18年の｢大阪府自然災害総合防災対策検討委員会｣の成果、および平成20年の｢大阪府・大阪市構造物耐震検討委員会｣の成果に基づき、上町断層帯等の大阪府域の内陸直下型地震に対する建築物の構造設計用地震動および構造設計法に関する研究を行う。

その結果、設計者にこれら直下型地震による設計用地震動を提供し、それらに対して最新の技術や研究成果に基づく構造設計法の基本的考え方を提示する。さらに関連する最新の情報を提供する。また建築主をはじめとする一般建築利用者に対して、これら地震動に対する建物の安全性について理解を助けるための資料を提供する。
２．研究会実施要領案

　研究会会員は、当該地域において建築構造設計および建築の発注等、関連する業務を行う団体とし、広く募集する。研究会には幹事会を設け、会の運営について決定する。研究会の事務局は（社）日本建築構造技術者協会（以下、JSCAと略称）に置く。

研究会は学術研究者及び選任されたJSCA会員により構成する専門委員会に専門的研究を依頼する。

研究会は設立後、1年間を目安に上町断層帯地震動に対する研究成果をまとめ、その後、4年間を目安に生駒断層帯地震動、有馬高槻構造帯地震動、中央構造線断層帯地震動に対する研究成果をまとめる。

研究会会員は専門委員会の検討成果について、定期的に報告を受けることができ、設計等に利用することができる。研究会での成果の公表等については幹事会において決定される。公開の事務はJSCA関西支部が行う。なお公開にさいしては、必要経費を請求する。

研究会の参加費は入会初年度一口10万円一口以上、次年度以降一口2万円一口以上とする。会費は会の目的のためにのみ使用し、幹事会が管理し定期的に会員に会計報告を行う。但し、協力会員は会費を免除される。
３．研究会構成　

会長　　近藤一雄　JSCA関西支部長

　　　正会員

公益企業、総合設計事務所、構造設計専門事務所、総合建築業、
住宅産業、評価機関等　その他関連する企業 50社程度

協力会員　大阪府、大阪市、その他行政機関

事務局　JSCA関西支部

　　　　　　　　　　　　　　　　

4．専門委員会構成

委員長　　井上　一朗　　京都大学名誉教授、岡山理科大教授

副委員長　林　　康裕　　京都大学教授

副委員長　多賀　謙蔵　　JSCA関西支部技術委員長

学術委員　荒木　慶一　　京大大学准教授　　（順不同）

倉本　洋　　　大阪大学教授　　

吹田　啓一郎　京都大学准教授　　

多田　元英　　大阪大学教授　　

田中　剛　　　神戸大学准教授　

西山　峰広　　京都大学教授　　

藤谷　秀雄　　神戸大学教授　　

宮本　裕司　　大阪大学教授　　

JSCA専門委員　　　　　10名程度

協力委員　委員長が必要に応じて意見を求める委員で随時依頼する。

　　　専門委員会の下部にWGを設置し、専門的検討を行う。

5．工程案

　　　09年１０月～10.年9月　上町断層帯地震動に対する検討

　　　　　　　　　　　　　　　　専門委員会、WG10回程度、研究会5回程度開催

　　　10年10月～11年9月  生駒断層帯地震動に対する検討

　　　　　　　　　　　　　　　　専門委員会、WG　3回程度、研究会2回程度開催
　　　11年10月～12年.9月　中央構造線断層帯地震動に対する検討

　　　　　　　　　　　　　　　　専門委員会、WG　3回程度、研究会2回程度開催
　　　12年10月～13年.9月　有馬高槻断層帯地震動に対する検討

　　　　　　　　　　　　　　　　専門委員会、WG　3回程度、研究会2回程度開催

　　　13年10月～14年.9月　最新研究成果調査と見直し、全体まとめ

専門委員会、WG　3回程度、研究会2回程度開催

以上
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